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株主の皆様へ
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当中間期のわが国経済は、東日本大震災による急速な落ち込み
からの持ち直しの動きが見られたものの、欧州の金融不安や米国
の景気失速懸念の高まりを背景として円高基調が続くなど、先行
き不透明な状況が続きました。
　当社の属する電炉小棒業界におきましても、震災の影響から建
設需要が落ち込み、製品価格が低迷する一方で、主原料の鉄スク
ラップ価格は高止まりするなど、厳しい状況が続きました。
　このような中で、当社は主力のネジテツコンならびに関連商品
の拡販に注力し、付加価値の増大を図るとともに、コストダウン
への取り組みを進めてまいりました。　
　この結果、当中間期の経営成績は製品販売数量の増加により、
連結売上高は265億１千８百万円（前年同期実績207億９千５
百万円）と前年同期を上回りました。　
　利益につきましても販売数量の増加に加え、コストダウンが寄
与し、連結営業利益10億１千３百万円（前年同期実績４億１千
４百万円）、連結経常利益９億６千万円（前年同期実績２億７千
８百万円）、連結中間純利益５億５千７百万円（前年同期実績２
億４千６百万円）といずれも前年同期を上回りました。
　なお、当期の中間配当につきましては上期の業績等を踏まえ、
既に公表しておりますとおり1株につき2円とさせていただきま
した。
　下期におけるわが国経済は、円高と世界経済の停滞傾向の影響
を受け、厳しい状況が続くものと予想され、建設需要も低水準で
推移するものと見込まれます。
　こうした中で、当社としては引き続きネジテツコンなどの付加
価値製品の拡販に注力してまいります。
　通期の見通しにつきましては、連結売上高520億円、連結営業
利益18億円、連結経常利益15億円、連結当期純利益10億円を
予想しております。
　株主の皆様におかれましても、何卒倍
旧のご支援とご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。

代表取締役社長

平成23年12月
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  売上高 （単位:百万円） ■中間期　
■通期

  経常利益 （単位:百万円） ■中間期　
■通期

  純利益 （単位:百万円） ■中間期　
■通期

  1株当たり中間純利益 （単位:円）

第81期
中間期

第82期
中間期

第80期
中間期

第83期
中間期

第84期
中間期

628.21 640.02

517.81

  1株当たり中間純資産 （単位:円）

第81期
中間期

第80期
中間期

第83期
中間期

第84期
中間期

  総資産／純資産 （単位:百万円）■総資産　
■純資産

45,849 45,286

28,133 28,654

第83期
中間期

第84期
中間期

22,827

第80期
中間期

44.58

54,997

23,706

第81期
中間期

53,372

27,642

第82期
中間期

20,795
26,518

43,845

第83期

38,755

70,199

第81期

32,538

66,459

第80期 第84期
（中間期）

44,366

24,605

第82期

6,388

847

第81期

3,076

5,425

第80期 第84期
（中間期）

4,745
3,620

第82期

246
557436

第83期

3,437

503

第81期

2,986

1,961

第80期 第84期
（中間期）

2,469

1,885

第82期

537.36

第82期
中間期

626.94

42.82

11.42

52,974

278
960

第83期

1,076

連結財務ハイライト
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（単位：百万円）

中間連結貸借対照表

（注）  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結株主資本等変動計算書
当中間期（自平成23年４月１日 至平成23年9月30日）

（注）   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
少数株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自 己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

平 成 2 3 年 4 月 1 日 残 高 5,839 1,739 20,234 △ 738 27,076 153 1,002 1,156 47 28,280
中間連結会計期間中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 134 △ 134 △ 134
中 間 純 利 益 557 557 557
自 己 株 式 の 取 得 △ 0 △ 0 △ 0
自 己 株 式 の 処 分 △ 0  0  0  0
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） △ 44 △ 44 △ 5 △ 49

中間連結会計期間中の変動額合計 ━ ━ 423 0 423 △ 44  ━ △ 44 △ 5 373
平 成 2 3 年 9 月 3 0 日 残 高 5,839 1,739 20,657 △ 737 27,499 109 1,002 1,111 42 28,654

科　目 当中間期
（平成23年9月30日現在）

負債の部
流 動 負 債 9,268

支払手形及び買掛金 3,940
短 期 借 入 金 1,500
１年内償還予定の社債 560
１年内返済予定の長期借入金 1,030
そ の 他 2,236

固 定 負 債 7,364
社 債 1,700
長 期 借 入 金 1,866
そ の 他 3,798
負 債 合 計 16,632

純資産の部
株 主 資 本 27,499
資 本 金 5,839
資 本 剰 余 金 1,739
利 益 剰 余 金 20,657
自 己 株 式 △� 737

その他の包括利益累計額 1,111
その他有価証券
評 価 差 額 金 109

土地再評価差額金 1,002
少数株主持分 42

純 資 産 合 計 28,654

負債及び純資産合計 45,286

科　目 当中間期
（平成23年9月30日現在）

資産の部

流 動 資 産 15,891
現 金 及 び 預 金 3,355

受取手形及び売掛金 4,918

商 品 及 び 製 品 5,129

原材料及び貯蔵品 1,610

そ の 他 879

貸 倒 引 当 金 △� 1

固 定 資 産 29,394
有 形 固 定 資 産 27,390

建物及び構築物 5,196

機械装置及び運搬具 10,608

土 地 10,826

そ の 他 758

無 形 固 定 資 産 133
投資その他の資産 1,871

投 資 有 価 証 券 883

そ の 他 1,010

貸 倒 引 当 金 △� 22

資 産 合 計 45,286

010_0481001602312.indd   3 2011/11/12   10:53:19



4

中間連結損益計算書
（単位：百万円）

科　目
当 中 間 期
（自 平成23年 4 月 1 日

至 平成23年 9 月30日）
売 上 高 26,518

売 上 原 価 22,539

売 上 総 利 益 3,979

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,966

営 業 利 益 1,013

営 業 外 収 益 119

営 業 外 費 用 172

経 常 利 益 960

特 別 利 益 20

特 別 損 失 93

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 888

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 280

法 人 税 等 調 整 額 50

少 数 株 主 損 益 調 整 前 中 間 純 利 益 557

少 数 株 主 損 失 0

中 間 純 利 益 557

（注）  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

　株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
少数株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自 己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

平 成 2 3 年 4 月 1 日 残 高 5,839 1,739 20,234 △ 738 27,076 153 1,002 1,156 47 28,280
中間連結会計期間中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 134 △ 134 △ 134
中 間 純 利 益 557 557 557
自 己 株 式 の 取 得 △ 0 △ 0 △ 0
自 己 株 式 の 処 分 △ 0  0  0  0
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） △ 44 △ 44 △ 5 △ 49

中間連結会計期間中の変動額合計 ━ ━ 423 0 423 △ 44  ━ △ 44 △ 5 373
平 成 2 3 年 9 月 3 0 日 残 高 5,839 1,739 20,657 △ 737 27,499 109 1,002 1,111 42 28,654
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1.  世界最大容量のLNG（液化天然ガス）地下
タンクにネジテツコンが採用されました。

　東京湾の人工島、扇島に世界最大
容量のLNG（液化天然ガス）地下タ
ンクの建設が進んでいます。その規
模は、内径72m、深さ61.7mと、
東大寺の大仏殿がすっぽりと入って
しまう大きさです。使用材料にはマ
イナス162℃のLNGの極低温に耐
えられる性能が求められ、当社のネ
ジテツコン・継手が、各種性能試験
をクリアし、採用されました。
　今後LNGの需要はますます高まると見込まれ、関連施設建
設におけるネジテツコンの採用に大きな期待が持てるものと
考えています。

2.  「コンクリートテクノプラザ」に出展しました。
（社）日本コンクリート工学協

会の年次大会（通称「コンクリー
トテクノプラザ」）が、7月に大
阪で開催され、コンクリート工
学に関する発表や討論が行われ
ました。その一環として展示、技
術紹介コーナーが設けられ、当
社も専用展示ブースを設けると
ともに、「高強度ネジテツコンに

よる躯体工事の省力化と施工管理工数の低減」と題した講演
を行いました。
　会場には学術関係者、建設関係者など大勢の方に来訪いた
だき、盛況のうちに大会を終了することができました。

3.  札幌出張所を開設しました。
　本年7月1日、札幌市の中心に国内6
番目の営業拠点として札幌出張所を開
設しました。これにより、北海道内の
お客様へ、迅速できめ細かなサービス
を行うことが可能になりました。また、
北から南まで全国をカバーする営業ネ
ットワークが完成し、一層の業績進展
が期待されます。

（LNG地下タンク断面図）

（当社ブース）

（札幌出張所が入居するビル）

Topics
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株式の状況（平成23年9月30日現在）

発行可能株式総数 140,000,000 株
発行済株式総数 46,699,929 株

（自己株式126,599株を除く）
株主数 5,413 名
大株主（上位10名）

株 主 名 当 社 へ の 出 資 状 況
持 株 数 持 株 比 率

株 ％
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 4,600,000 9.85
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,027,000 8.62
資産管理サービス信託銀行株式会社（合同製鐵口） 2,300,000 4.93
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,262,000 4.84
ト ー テ ツ 興 運 株 式 会 社 1,992,610 4.27
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,177,000 2.52
朝 日 工 業 株 式 会 社 930,000 1.99
野村信託銀行株式会社(信託口） 881,000 1.89
住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 468,000 1.00
住友生命保険相互会社（変額口） 450,000 0.96

会社の概要（平成23年10月１日現在）

本 店 所 在 地 栃木県小山市横倉新田520番地
会 社 設 立 昭和14年６月23日
資 本 金 58億３千９百万円
従 業 員 数 302名
役 員
代表取締役社長 吉 原 　 每 文
代表取締役副社長・
副 社 長 執 行 役 員 形 田 　 　 猛
取締役・上席常務執行役員 押 見 　 政 勝
取締役・常務執行役員 阿 見 　 　 均
取締役・常務執行役員 鶴 見 　 長 晴
取締役・常務執行役員 太 田 　 高 嗣
取 締 役 櫻 井 　 憲 一
取締役・執行役員 松 本 　 　 好
取 締 役 須 田 　 泰 夫

執 行 役 員 今 井 　 　 博
執 行 役 員 矢 作 　 暢 敏
執 行 役 員 石 川 原 　 毅
執 行 役 員 柴 田 　 隆 夫
執 行 役 員 大 橋 　 茂 信
常 勤 監 査 役 深 田 　 恭 司
監 査 役 土 手 内 隆 次
社 外 監 査 役 岡 崎 　 　 功
社 外 監 査 役 森 本 　 紘 章

（注）   持株比率は、発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合であります。

連結子会社
東北東京鐵鋼株式会社
東京鐵鋼土木株式会社
トーテツ興運株式会社
トーテツ産業株式会社
ト ー テ ツ メ ン テ ナ ン ス 株 式 会 社
トーテツ建材株式会社
株式会社関東メタル
共販会社
東京デーバー・スチール株式会社
東北デーバー・スチール株式会社

事業所
東 京 本 社 東京都千代田区
札 幌 出 張 所 北 海 道 札 幌 市
東 北 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市
横 浜 営 業 所 神奈川県横浜市
名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市
大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市
福 岡 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市
本 社 工 場 栃 木 県 小 山 市
八 戸 工 場 青 森 県 八 戸 市
総合加工センター 栃 木 県 小 山 市
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東京本社 〒102-0071 
東京都千代田区富士見二丁目７番2号 ステージビルディング12階
電話　（03）5276-9700（代表）

中間報告書
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H23 .4 .1      H23 .9 .30

T T K  C O R P O R A T E

株主メモ

○株式に関する住所変更のお届出およびご照会について
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお
届出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたしま
す。証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記電話照
会先にご連絡ください。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月開催

基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日
期末配当金　　毎年3月31日
中間配当金　　毎年9月30日

株 主 名 簿 管 理 人 
および特別口座の 
口 座 管 理 機 関

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人 
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区八重洲二丁目3番1号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵 便 物 送 付 先）〒183-8701
東京都府中市日鋼町1番10
住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電 話 照 会 先）ふ0120-176-417

 イ ン タ ー ネ ット （ホームページURL）http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/
retail/service/daiko/index.html

公 告 の 方 法 日本経済新聞に掲載して行います。

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第一部

証 券 コ ー ド 5445
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